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051 幼児教育の充実

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

07 学校教育の充実
教育部 学務保健課

心身ともに健やかで感性豊かな幼児が育ち、家庭における子育てや基本的生活習慣を身に付ける場としての教育活動が行われてい
ます。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

定員に対する充足率は４２．１％であり、減少傾向にある。
子育てに関する相談については、園生活だけではなく就学相談、友達関係、子育て相談と多岐にわたっているため、関係各課と連携して総合的な子
育て相談に努めている。また、園庭開放の件数は、今年度は充足率低下の影響等により減少傾向にあるが、引き続き、子どもに安全な遊び場を提供
するとともに、保護者同士の交流の場として活用を図っていく。

640,681,000 769,354,000 852,593,000 852,783,000 838,705,000 898,740,000

55,792,000 81,954,000 78,416,000 105,112,000 114,277,000 135,649,000

147,376,000 138,214,000 157,241,000 162,119,000 162,753,000 188,047,000

0 0 0 0 0 0

15,453,000 14,675,000 14,673,000 17,289,000 13,185,000 13,972,000

422,060,000 534,511,000 602,263,000 568,263,000 548,490,000 561,072,000

610,681,000 731,961,000 852,593,000 852,783,000 912,969,000 0

584,197,872 717,096,045 834,992,532 843,910,358 908,031,660 0

53,960,000 89,584,000 120,832,915 130,224,657 161,068,017 0

132,041,110 130,788,769 155,772,464 164,333,028 194,341,280 0

0 0 0 0 0 0

15,660,712 12,811,546 7,608,887 15,215,830 12,796,809 0

382,536,050 483,911,730 550,778,266 534,136,843 539,825,554 0

95.7 98.0 97.9 99.0 99.5 0.0

22.33 22.11 22.22 21.45 19.17 0.00

178,444,986 168,309,067 173,088,614 167,133,177 147,219,994 0

0.00 0.10 0.00 0.00 0.00 0.00

0 335,072 0 0 0 0

11,124,559 10,431,526 10,306,907 14,366,151 10,544,988 0

773,767,417 896,171,710 1,018,388,053 1,025,409,686 1,065,796,642 0

①子育てに関する相談件数

781

件

680 647 746 607

85.0 80.9 93.3 75.9

800

②市立幼稚園園庭開放件数

10,487

人

10,249 7,043 6,968 6,955

93.2 64.0 63.3 63.2

11,000

③市立幼稚園の定員に対する充足
率

71.7

％

69.3 52.1 52.1 42.1

92.4 69.5 69.5 56.1

75



達成できている点

達成できていない点

進ちょく状況

今後の課題、状況や市民ニーズの変化

これまでの主な取組と成果

５　施策の評価

今後の展開

４　施策の進ちょく状況
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定員に対する充足率は４２．１％であり、減少傾向にある。
子育てに関する相談については、園生活だけではなく就学相談、友達関係、子育て相談と多岐にわたっているため、関係各課と連携して総合的な子
育て相談に努めている。また、園庭開放の件数は、今年度は充足率低下の影響等により減少傾向にあるが、引き続き、子どもに安全な遊び場を提供
するとともに、保護者同士の交流の場として活用を図っていく。

（私立幼稚園等）
幼稚園等の園児保護者に対する負担軽減として各種補助事業を行った。
私立幼稚園就園奨励費補助金：2,453人
私立幼稚園等保育料補助金：3,371人
私立幼稚園等入園料補助金：1,173人
子ども・子育て支援制度に移行した施設について、給付費の支給を行った。
私立幼稚園等：283人　公立幼稚園：191人
（市立幼稚園）
市立幼稚園において、平成２９年度は前年度に引き続き、発達の遅れや不安のある幼児に対する受入体制の充実を図り、各園に補助員を配置した。
また、教育時間外においても、保護者からの園生活や就学相談等の子育て相談について、607件の対応を行った。幼稚園施設の利活用では、週４日
間の園庭開放を実施し、延べ6,955人が利用した。
市立幼稚園の縮小及び廃園について、保護者説明会等を含め周知に努めた。

（私立幼稚園等）
・私立幼稚園等の園児保護者に対する負担軽減施策の充実
・子ども・子育て支援制度への対応
・長時間預かりへの対応
（市立幼稚園）・学習指導要領の改訂に伴う、幼稚園におけるカリキュラム・マネジメントの適正実施

（私立幼稚園等）
・私立幼稚園等の園児保護者に対する負担軽減は、継続して実施していく。
・子ども・子育て支援制度へ移行した施設について、給付費の支給や運営の支援を行っていく。
・幼児教育の無償化については、国の動向を注視し、負担軽減制度との関係を整理しながら進めていく。
・長時間預かりに対する要望については、国や都の制度を活用し、ニーズに合わせた拡充を図る。
（市立幼稚園）
・少子化に伴う幼児人口の低下による充足率の低下、また、施設の老朽化等に伴い、市立幼稚園の段階的な縮小及び廃園を決定したが、引き続き、
幼児教育の充実を図ると同時に廃園について市民等に周知を行う。
・学習指導要領の改訂に伴い、幼稚園におけるカリキュラム・マネジメントの適正実施を行う。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

・子育てに関する相談を行
う環境整備
・保護者同士の交流の場の
提供
・市立幼稚園の廃園時期等
の決定

・子育てに関する相談を行
う環境整備
・保護者同士の交流の場の
提供
・市立幼稚園３園の縮小及
び廃園する順番の決定

・子育てに関する相談を行
う環境整備
・保護者同士の交流の場の
提供
・発達の遅れや不安のある
園児に対する介助員の確保

・子育てに関する相談を行
う環境整備
・保護者同士の交流の場の
提供
・発達の遅れや不安のある
園児に対する介助員の確保

・「障害を理由とする差別
の解消の推進に関する法律
」が平成２８年４月に施行
することに基づく、発達の
遅れや不安のある園児に対
しての環境整備

・「障害を理由とする差別
の解消の推進に関する法律
」が平成２８年４月に施行
することに基づく、発達の
遅れや不安のある園児に対
しての環境整備

・学習指導要領の改訂に伴
う、幼稚園におけるカリキ
ュラム・マネジメントの重
要性及び進め方等の適正実
施

・学習指導要領の改訂に伴
う、幼稚園におけるカリキ
ュラム・マネジメントの重
要性及び進め方等の適正実
施



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

市立幼稚園運営事業

教育部 学務保健課

主要な事務事業

86,916

幼児教育の充実を図るとと
もに、園児の健康観察・保
持増進、幼稚園教諭の資質
向上を図る。
市立幼稚園（３園）の縮小
及び廃園の方向性を決定す
る。

幼児教育の充実を図るとと
もに、園児の健康観察・保
持増進、幼稚園教諭の資質
向上を図る。
市立幼稚園（３園）の縮小
及び廃園の時期等について
決定し、市民等に周知を行
う。

幼児教育の充実を図るとと
もに、園児の健康観察・保
持増進、幼稚園教諭の資質
向上を図る。
市立幼稚園（３園）の縮小
及び廃園の時期等について
、市民等に周知を行う。

幼児教育の充実を図るとと
もに、園児の健康観察・保
持増進、幼稚園教諭の資質
向上を図る。
市立幼稚園（３園）の縮小
及び廃園の時期等について
、市民等に周知を行う。
平成３０年度末に廃園の１
園の新入園児募集を終了す
る。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

・教育内容、教育相談等の
充実を図った。
・市立幼稚園の縮小及び廃
園時期を決定した。

・教育内容、教育相談等の
充実を図った。
・市立幼稚園３園の縮小及
び廃園する順番を決定し、
保護者説明会の実施や広報
紙等で、市民等に周知を行
った。

・教育内容、教育相談等の
充実を図った。
・市立幼稚園３園の縮小及
び廃園等について、新たに
入園する園児の保護者等に
周知を行った。

・教育内容、教育相談等の
充実を図った。
・市立幼稚園３園の縮小及
び廃園等について、新たに
入園する園児の保護者等に
周知を行った。

私立幼稚園運営支援事業

子ども家庭部 保育支援課

主要な事務事業

46,828

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指揮監督
私立幼稚園園医補助金及び
私立幼稚園職員研修費補助
金の交付
私立幼稚園協会に対して私
立幼稚園共同研修費補助金
の交付

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指揮監督
私立幼稚園園医補助金及び
私立幼稚園職員研修費補助
金の交付
私立幼稚園協会に対して私
立幼稚園共同研修費補助金
の交付

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指揮監督
私立幼稚園園医補助金及び
私立幼稚園職員研修費補助
金の交付
私立幼稚園協会に対して私
立幼稚園共同研修費補助金
の交付

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指揮監督
私立幼稚園園医補助金及び
私立幼稚園職員研修費補助
金の交付
私立幼稚園協会に対して私
立幼稚園共同研修費補助金
の交付

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指揮監督

私立幼稚園園医補助金及び
私立幼稚園職員研修費補助
金の交付

私立幼稚園協会に対して私
立幼稚園共同研修費の交付

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指導監督

私立幼稚園園医補助金およ
び私立幼稚園職員研修費補
助金の交付

私立幼稚園協会に対して私
立幼稚園共同研修費補助金
の交付

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指導監督

私立幼稚園園医補助金及び
私立幼稚園職員研修費補助
金の交付

市内私立幼稚園１７園の連
絡体制の充実及び指揮監督

私立幼稚園園医補助金及び
私立幼稚園職員研修費補助
金の交付

一時預かり事業補助金の交
付

幼稚園等通園支援事業

子ども家庭部 保育支援課

主要な事務事業

2,316,872

公私立幼稚園就園奨励費補
助金の交付
私立幼稚園児保護者補助金
の交付
入園料補助金の交付
登園許可証明費補助金の交
付

子ども・子育て支援制度へ
移行した幼稚園に対し給付
の支給
私立幼稚園就園奨励費補助
金の交付
私立幼稚園の園児保護者に
対する補助金の交付

子ども・子育て支援制度へ
移行した幼稚園に対し給付
の支給
私立幼稚園就園奨励費補助
金の交付
私立幼稚園の園児保護者に
対する補助金の交付

子ども・子育て支援制度へ
移行した幼稚園に対し給付
の支給
私立幼稚園就園奨励費補助
金の交付
私立幼稚園の園児保護者に
対する補助金の交付

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

公私立就園奨励費補助金：
2,834人
私立幼稚園児保護者補助金
：3,709人
私立幼稚園入園料補助金：
1,337人
幼児愛育補助金：25人

施設型給付費私立幼稚園等
：延4,101人、公立幼稚園
：延3,174人
私立幼稚園就園奨励費補助
金：2,468人
私立幼稚園等保育料補助金
：3,386人
私立幼稚園等入園料補助金
：1,215人
幼児愛育補助金：15人

施設型給付費
私立幼稚園等：297人
公立幼稚園：237人
私立幼稚園就園奨励費補助
金：2,470人
私立幼稚園等保育料補助金
：3,420人
私立幼稚園等入園料補助金
：1,228人
幼児愛育補助金：11人

施設型給付費
私立幼稚園等：283人
公立幼稚園：191人
私立幼稚園就園奨励費補助
金：2,453人
私立幼稚園等保育料補助金
：3,371人
私立幼稚園等入園料補助金
：1,173人



優
先
度当初予算額 決算額

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 市立幼稚園運営事業 20 18,173,000 16,784,529 18,960,000
心身ともに健やかで感情豊かな幼
児が育ち、家庭における基本的生
活習慣を身につける。

C 1 B B

2 私立幼稚園運営支援事業 30 31,274,000 60,556,697 55,937,000
私立幼稚園職員等の研修等に対す
る補助を行い教育環境の向上を図
る。

B 1 B B

3 幼稚園等通園支援事業 20 789,258,000 830,690,434 823,843,000 国・都等の補助金を活用して、園
児保護者の負担軽減を図ります。

B 1 A A

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 838,705,000 908,031,660 898,740,000



基本目標

基本施策

達成率

指標の分析

実　績

決 算 額

予 算 現 額

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

執 行 率

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

実　績

達成率

実　績

実　績

達成率

実　績

達成率

指標名
基準値

（単位）

実績の推移

目標値

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

嘱 託 員 数

実　績

嘱 託 員 人 件 費

市 債

（事業費）

（人件費）

職 員 数

１　施策の名称・めざす姿

施 策 評 価 シ ー ト

３　指標実績の推移等

達成率

達成率

総 コ ス ト

記 載 年 月

対 象 年 度

め ざ す 姿

施 策 名

総 合 計 画

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

主担当部課名

平成30年9月

平成29年度
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052 教育環境の充実

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

07 学校教育の充実
教育部 指導室

施設・設備などのハードの面について整備を進めるとともに、既存施設の効率的な運営を実現しています。加えて、システムや教
育相談等を含めた人的配置などのソフト面についても配慮することで、充実した教育環境を構築し、児童・生徒が学ぶことの楽し
さを実感しています。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

「②延べ相談対応件数」の基準値は教育センターへの来室による教育相談で受け付けた相談について、学校へ直接訪問して実施する巡回相談（教育
相談の中から再掲）を含んだ数値であるが、平成２５年度から特別支援教育を充実するために、教育相談員による巡回相談を廃止し、新たに専属相
談員が学校の要請により特別な支援を必要とする児童・生徒への専門的な視点から対応にあたる特別支援巡回相談へと仕組みを変更したため、実績
値は大幅に変動している。

1,520,521,000 1,502,061,000 1,683,860,000 1,629,807,000 1,647,555,000 1,703,320,000

2,452,000 2,407,000 2,306,000 2,485,000 2,642,000 2,660,000

45,376,000 43,234,000 43,222,000 43,510,000 50,589,000 43,520,000

0 0 0 0 0 0

85,509,000 65,714,000 90,147,000 58,250,000 55,473,000 93,891,000

1,387,184,000 1,390,706,000 1,548,185,000 1,525,562,000 1,538,851,000 1,563,249,000

1,547,561,000 1,541,457,000 1,659,528,000 1,589,231,000 1,650,027,000 0

1,450,790,545 1,482,206,541 1,550,422,399 1,496,899,816 1,571,900,883 0

10,895,000 2,193,000 2,328,000 2,214,000 2,996,000 0

49,734,145 48,013,585 48,405,677 51,562,252 50,354,920 0

0 0 0 0 0 0

54,669,227 60,865,812 53,451,949 47,179,970 39,688,714 0

1,335,492,173 1,371,134,144 1,446,236,773 1,395,943,594 1,478,861,249 0

93.7 96.2 93.4 94.2 95.3 0.0

60.69 65.44 59.77 57.59 46.18 0.00

485,088,432 498,213,727 465,681,227 448,760,075 354,768,868 0

37.00 31.00 37.00 41.00 52.00 0.00

119,808,849 103,872,413 120,970,871 131,923,937 162,260,800 0

82,248,960 84,767,631 86,966,806 79,750,257 81,297,302 0

2,137,936,786 2,169,060,312 2,224,041,303 2,157,334,085 2,170,227,853 0

①教員用パーソナルコンピュータ
等備品の整備割合

90

％

94.6 94.9 100 100

94.6 94.9 100.0 100.0

100

②延べ相談対応

12,126

件

6,617 7,820 7,547 8,018

50.9 60.2 58.1 61.7

13,000



達成できている点

達成できていない点

進ちょく状況

今後の課題、状況や市民ニーズの変化

これまでの主な取組と成果

５　施策の評価

今後の展開

４　施策の進ちょく状況

052　教育環境の充実
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「②延べ相談対応件数」の基準値は教育センターへの来室による教育相談で受け付けた相談について、学校へ直接訪問して実施する巡回相談（教育
相談の中から再掲）を含んだ数値であるが、平成２５年度から特別支援教育を充実するために、教育相談員による巡回相談を廃止し、新たに専属相
談員が学校の要請により特別な支援を必要とする児童・生徒への専門的な視点から対応にあたる特別支援巡回相談へと仕組みを変更したため、実績
値は大幅に変動している。

【ＩＣＴ教育推進事業】
平成２８年度には全校を対象にパソコン配置状況を調査し、用途に応じて再配置を行った。平成２９年度には学校教育ネットワークの安定的な運用
を行うため、回線を増速した。また、普通教室等における無線環境の整備に向けて、校務用ネットワークと教育用ネットワークの分離を行った。
【教育相談環境整備・活用事業】
発達障害のある児童・生徒が学びやすい環境づくりのため、教育相談、巡回相談等の活用について教員へ定期的な情報発信をした。このことで、巡
回相談員及び教育相談員と連携した児童・生徒支援の件数が増加した。ＳＳＷを増員し、学校担当制に対応できる体制を整備した。

教育現場におけるＩＣＴ機器の導入については、情報教育推進計画に基づき、計画的に実施する。また、コンピュータの整備、校務支援システムの
導入等、校務の情報化を推進することにより、教員の業務負担を軽減し、子どもと向き合う時間の確保に取り組む。一方で、学校における情報管理
の重要性が高まっていることから、組織全体として情報セキュリティを確保するため、教育情報セキュリティポリシーを施行し、毎年度外部監査員
による教育情報セキュリティ監査を実施する。
相談事業については、年々増加する相談件数に対応するための体制整備が急務である。

大型提示装置を普通教室に１台ずつ整備することを目標とし、モデル校３校において先行実施する。また、その３校には児童・生徒用のタブレット
パソコンを導入、ＩＣＴ支援員を配置して次期学習指導要領に対応した先行事例の研究を進め、順次対象を全校に拡大する。
校務支援システムに成績処理の機能を追加することで、教員の業務負担軽減を図る。
年々増加する相談件数に対応するための体制を整備していく。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

・リース期間が終了となっ
た、小・中学校のパソコン
教室用及び校務用のパソコ
ンの入替えを行った。
・電話・来室による教育相
談、巡回相談、就学相談等
の相談業務を、市民のニー
ズに応じて適切に施行でき
ている。

・リース期間が終了となっ
た、小・中学校のパソコン
教室用及び校務用のパソコ
ンの入替えを行った。
・市民、保護者、学校のニ
ーズを受け止めた相談業務
が行えている。

・全校におけるパソコンの
台数を調査し、用途に応じ
て再配置を行った。
・電話相談が機能し、主訴
に応じた相談先の振り分け
が適切にできた。

・ネットワークを安定的に
稼働させるため回線を増速
し、セキュリティの向上や
将来の無線化を想定して、
ネットワークの分離を行っ
た。
・電話相談が機能し、主訴
に応じた相談先の振り分け
が適切にできた。

・平成25年度から東京都が
配置しているスクールカウ
ンセラーとの相談業務の役
割分担ができていない。

・教育相談の急激な増加を
見通した相談体制づくりが
十分でない。

・校務用パソコンの整備に
ついては目標を達成したが
、今後は教育用パソコンや
大型提示装置等の整備を進
める必要がある。
・ＳＳＷの対応が個々に請
け負う形になっており、組
織的対応が十分でない。

・教育用パソコンや大型提
示装置の整備を早急に進め
る必要がある。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

教育相談環境整備・活用事業

教育部 指導室

主要な事務事業

26,936

市民・学校のニーズに応じ
た電話・来室による教育・
巡回相談、就学相談業務を
実施する。

市民・学校のニーズに応じ
た電話・来室による教育・
巡回相談、就学相談業務を
実施する。

市民・学校のニーズに応じ
た電話・来室による教育・
巡回相談、就学相談業務を
実施する。

市民・学校のニーズに応じ
た電話・来室による教育・
巡回相談、就学相談業務を
実施する。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

電話・来室による教育相談
、巡回相談、就学相談等の
相談業務を、市民のニーズ
に応じて適切に施行できて
いる。

市民・学校のニーズに応じ
た電話・来室による教育・
就学相談を実施したととも
に、積極的な巡回相談によ
り、学校や保護者へ発達障
害のある児童・生徒が学び
やすい学習環境の調整・変
更を働き掛けた。

電話相談が機能し、主訴に
応じた相談の振り分けが組
織的にできている。

電話相談が機能し、主訴に
応じた相談の振り分けが組
織的にできている。

教育センター管理運営事業

教育部 指導室

主要な事務事業

130,500

市民や市立学校教職員が生
涯学習や教員研修の場とし
て活用できるよう施設管理
を行う。

市民や市立学校教職員が生
涯学習や教員研修の場とし
て活用できるよう施設管理
を行う。

市民や市立学校教職員が生
涯学習や教員研修の場とし
て活用できるよう施設管理
を行う。

市民や市立学校教職員が生
涯学習や教員研修の場とし
て活用できるよう施設管理
を行う。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

円滑で効率的な管理運営を
行うことができた。

市民の生涯学習の場として
、また、市立学校教職員の
研修の場として活用できる
よう施設管理を行う。

修繕が必要な箇所について
優先順位を設定し、必要性
の高いものから対応した。

修理が必要な個所について
優先順位を設定し、必要性
の高いものから対応した。

ＩＣＴ教育推進事業

教育部 指導室

主要な事務事業

987,132

全ての教員へのパーソナル
コンピュータの配備を目指
す。

全ての教員へのパーソナル
コンピュータの配備を目指
す。

全ての教員へのパーソナル
コンピュータの配備を目指
す。

全ての教員へのパーソナル
コンピュータの配備を目指
す。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

リース期間が終了となった
、小・中学校のパソコン教
室用及び校務用のパソコン
の入替えを行い機器整備に
努めた。

リース期間が終了となった
、小・中学校のパソコン教
室用及び校務用のパソコン
の入替えを行い、機器整備
に努めた。

校務用パソコンについては
１人１台の整備を達成して
いる。ＩＣＴ機器の整備等
を計画的に実施するため、
情報教育推進計画を作成し
た。またセキュリティ確保
のための体制を構築した。

校務用パソコンについては
１人１台の整備を達成して
いる。
校務用ネットワークと教育
用ネットワークの分離を行
った。ネットワーク回線の
増速を行った。



優
先
度当初予算額 決算額

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 私立学校指導監督事務 10 94,000 90,924 105,000 私立専修学校、私立各種学校の指
導監督を行う。

B 1 B B

2 ＰＴＡ活動支援事業 30 421,000 367,400 404,000 市立小中学校PTA連合会各種事業
への支援

B 1 B C

3 教育委員会運営事業 30 7,209,000 6,965,491 7,129,000 教育委員会会議等の運営 B 1 A B

4 教育関係団体広域連携事業 30 1,629,000 1,609,510 1,556,000 関係団体への参画に伴う負担金 B 1 B B

5 教育相談環境整備・活用事業 30 7,085,000 6,978,794 7,247,000
教育相談室を設置し、教育に関す
る相談に応じる。スクールソーシ
ャルワーカーの適切な配置と活用

A A A

6 ＩＣＴ教育推進事業 30 330,604,000 328,867,261 403,689,000
パーソナルコンピュータ・周辺機
器整備及び学校教育ネットワーク
・教育教材ソフトの提供

A A A

7 教育関連資金支援事業 30 78,038,000 56,005,000 74,940,000 経済的理由などにより、就学が困
難な方に対し給付・貸付等を行う

B 3 B B

8 教育センター管理運営事業 30 26,900,000 26,146,452 26,461,000 教育センターの適正な管理運営を
実施する。

B 1 B B

9 学校行事関連事業 30 25,023,000 23,983,687 25,615,000
入学式及び卒業式、学芸会等の行
事関連及び文化祭等（府教研委託
）行事の実施

B 1 B B

10 小・中学校運営事業 30 33,507,000 31,246,335 37,604,000
学校で使用する事務用品他印刷費
（研究収録等）及び管理用備品の
整備費用

B 1 B B

11 小・中学校施設維持管理事業 30 654,137,000 622,552,325 645,987,000 小・中学校の施設・設備の維持管
理

B 1 A B

12 就学援助事業 20 174,743,000 163,989,552 175,001,000
経済的理由による就学困難と認め
られる児童生徒の保護者に対し必
要な援助を行う。

B 2 B B

13 教育指導関連物品購入事業 30 253,650,000 251,158,360 242,462,000
教科で使用する消耗品・教材、教
科用備品の整備・充実、学校図書
館の蔵書整備

B 1 A A

14 八ヶ岳府中山荘管理運営事業 30 54,515,000 51,939,792 55,120,000 八ヶ岳府中山荘の管理及び運営 B 1 B C

15

16

17

18

19

20

合 計 1,647,555,000 1,571,900,883 1,703,320,000



基本目標

基本施策

達成率

指標の分析

実　績

決 算 額

予 算 現 額

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

執 行 率

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

実　績

達成率

実　績

実　績

達成率

実　績

達成率

指標名
基準値

（単位）

実績の推移

目標値
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嘱 託 員 数

実　績

嘱 託 員 人 件 費
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施 策 評 価 シ ー ト

３　指標実績の推移等

達成率
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053 教育・指導内容の充実

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

07 学校教育の充実
教育部 指導室

子どもたちに知・徳・体の調和の取れた「生きる力」を育成することを目指して学校、保護者、地域社会が一体となって教育・指
導内容を充実させることによって、変化の激しいこれからの社会をこころ豊かにたくましく生き抜き、郷土府中の将来を支える人
材が育っています。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

子どもたちに知・徳・体の調和の取れた「生きる力」を育成することをめざす姿として、学力と体力について指標としている。平成29年度は、学力
では小中学校ともに都平均を上回る結果となったが、小・中学校とも目標値にはとどかなかった。体力では小学校では都平均より下回る結果となり
、中学校では都平均より上回る結果となった。

419,803,000 435,144,000 506,832,000 556,853,000 545,718,000 603,621,000

3,091,000 6,841,000 6,506,000 6,303,000 5,300,000 6,186,000

18,985,000 20,303,000 20,348,000 53,510,000 52,524,000 42,333,000

0 0 0 0 0 0

1,030,000 2,000,000 338,000 0 0 542,000

396,697,000 406,000,000 479,640,000 497,040,000 487,894,000 554,560,000

421,951,000 460,740,000 512,980,000 533,502,000 544,283,000 0

391,271,692 428,219,996 452,532,449 481,390,841 494,669,497 0

3,656,329 5,219,500 5,180,000 5,017,000 5,109,000 0

14,567,350 12,435,350 24,825,484 38,852,035 36,751,647 0

0 0 0 0 0 0

1,027,059 1,560,718 332,105 0 0 0

372,020,954 409,004,428 422,194,860 437,521,806 452,808,850 0

92.7 92.9 88.2 90.2 90.9 0.0

13.11 14.36 15.04 14.35 14.34 0.00

104,807,171 109,365,200 117,180,750 111,821,162 110,141,386 0

2.00 2.00 2.00 4.00 5.00 0.00

6,476,154 6,701,446 6,538,966 12,870,628 15,602,000 0

6,183,070 5,327,279 8,497,871 9,584,927 9,910,073 0

508,738,087 549,613,921 584,750,036 615,667,558 630,322,956 0

①
確かな学力(都学力調査におけ
る都平均正答率との比較)小学
５年生

0.5

ポイント

2.9 0.7 0.6 0.3

116.0 28.0 24.0 12.0

2.5

②
確かな学力(都学力調査におけ
る都平均正答率との比較)中学
２年生

2.6

ポイント

7.3 3.5 1 2.6

182.5 87.5 25.0 65.0

4

③
健やかな体(都体力調査におけ
る体力合計点が都の平均値を上
回っている学年)　小学校男女

2

学年

7 5 5 0.5

58.3 41.7 41.7 4.2

12

④
健やかな体(都体力調査におけ
る体力合計点が都の平均値を上
回っている学年)中学校男女

2

学年

1 4 4 1.5

16.7 66.7 66.7 25.0

6



達成できている点

達成できていない点

進ちょく状況

今後の課題、状況や市民ニーズの変化

これまでの主な取組と成果

５　施策の評価

今後の展開

４　施策の進ちょく状況
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子どもたちに知・徳・体の調和の取れた「生きる力」を育成することをめざす姿として、学力と体力について指標としている。平成29年度は、学力
では小中学校ともに都平均を上回る結果となったが、小・中学校とも目標値にはとどかなかった。体力では小学校では都平均より下回る結果となり
、中学校では都平均より上回る結果となった。

○平成25年度より学校支援員に関する予算を一括して学校に配当して、校長の裁量により児童・生徒に関わる支援員等で優先度の高いものを支援員
として雇用する制度を設けた。これにより学習指導・生活指導・特別支援・学校図書・夏季休業中の水泳指導やその他の業務において、学校の抱え
る教育課題に適時・柔軟な人的対応を図った。
○府中市教育研究会や研究協力校等に、各教科・領域等専門的研究を委託し、教育内容の充実を図るとともにその研究成果を市内各校に広めた。
○年間計画に基づき、教育センターや各学校において授業力アップ、外部対応力向上、ICT等、教職員を対象とした各種研修会を専門的講師を招き
実施してきた。
○特別支援教育事業では、平成25年度よりＳＳＷの2名体制や巡回チームによる訪問相談を実施し、発達や学校の適応等に関する相談事業の充実を
図ってきた。また、障害者差別解消法の施行に伴い、平成28年度より合理的配慮支援員制度の導入した。　　　　　　　　

　市立小中学校33校全校において実施しているコミュニティスクール事業（文部科学省型のコミュニティスクール2校と府中版コミュニティスクー
ル31校）では、各学校で地域住民と協働での地域防災の推進、地域人材の活用、児童・生徒への学習等支援、地域清掃活動などが実施されている。
文部科学省型のコミュニティ・スクールへの移行を視野に学校・家庭・地域が一体となる取組みの一層の充実を図る。

　コミュニティスクール事業は、地域と学校とが双方向で活性化を目指す取組であることから、地域ボランティアの理解と協力、人材の確保等の方
策を、各校の学校運営協議会及びスクールコミュニティ協議会において検討し、地域コーディネーターを活用し様々な取組を実施することにより、
更なる地域との協働を推進し教育活動の充実を図る。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

平成26年度より市立小中学
校全校において、ｺﾐｭﾆﾃｨｽ
ｸｰﾙ事業を開始し、学校と
地域との協働を図った。
(文科省ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙ1校・府
中版ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙ32校)

市立小中学校全校における
ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙ事業の推進によ
り、学校と地域との協働、
連携が充実した。(文科省
ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙ1校・府中版ｺﾐ
ｭﾆﾃｨｽｸｰﾙ32校)

ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ、小中連携一
貫教育、ふるさと学習の推
進等、各施策が学校の主体
性に基づき進ちょくしてい
る。

小・中連携、一貫教育の充
実により、各中学校区にお
けるカリキュラム連携の取
組が進んできている。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

学校経営支援事業

教育部 指導室

主要な事務事業

306,180

　児童・生徒に関わる支援
員等を優先度の高い授業に
対して雇用する制度を実施
し、学校の抱える教育課題
に適時・柔軟な人的対応を
継続して図る。

　児童・生徒に関わる支援
員等を優先度の高い授業等
に対して雇用する制度を継
続して実施し、学校の抱え
る教育課題に適時・柔軟な
人的対応を継続して図る。

　児童・生徒に関わる支援
員等を優先度の高い授業等
に対して雇用する制度を継
続して実施し、学校の抱え
る教育課題に適時・柔軟な
人的対応を継続して図る。

　児童・生徒に関わる支援
員等を優先度の高い授業等
に対して雇用する制度を継
続して実施し、学校の抱え
る教育課題に適時・柔軟な
人的対応を継続して図る。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

平成25年度より学校経営支
援員制度を開始し、概ね各
小・中学校の教育課題解決
に向けた的確な人的対応を
実施した。

　平成27年度より副校長等
校務改善支援員制度を開始
し、副校長・教員が児童・
生徒を向き合う時間を確保
するための人的支援を実施
した。

副校長等校務改善事業は副
校長、教員の事務負担を軽
減し、副校長による教員へ
の指導や教員が子供と向き
合う時間の創出に効果を発
揮している。

副校長等校務改善事業は副
校長、教員の事務負担を軽
減するとともに、教員の職
務を一部負担するケースも
見られ、教員の負担軽減に
つながっている。

特別支援教育事業

教育部 指導室

主要な事務事業

303,000

　児童・生徒一人ひとりの
特別な教育的ニーズを把握
し、そのニーズに的確に応
えるとともに、その「児童
・生徒の能力や可能性を最
大限に伸長する」ことを基
本理念に施策を展開する。

　府中市特別支援教育第２
次推進計画に基づいて施策
を展開する。

　府中市特別支援教育第２
次推進計画に基づいて施策
を展開する。

　府中市特別支援教育第２
次推進計画に基づいて施策
を展開する。
　府中市特別支援教育第３
次推進計画の立案に向けて
、現状を改めて把握し、さ
らなる特別支援教育の推進
に向けた検討をする。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

やや遅れているが、概ね順
調

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

　児童・生徒一人ひとりの
教育的ニーズに応じた就学
相談を実施するとともに、
発達、学校適応等に関わる
教育相談、巡回相談を学校
・関係機関と連携し実施し
た。

　就学・教育・巡回相談を
実施したとともに、言語聴
覚士の配置により、言葉や
聞こえ、コミュニケーショ
ンに困難さがある児童・生
徒への支援が充実できた。

　情緒障害等通級指導学級
を特別支援教室へと移行す
るに当たり、モデル実施の
計画作成及び準備を進め、
保護者説明や広報への掲載
など理解啓発に努めた。

小学校特別支援教室の全校
実施に向けて、指導環境の
整備を進めた。また、各種
会議での教職員等を対象に
した説明や保護者説明会の
開催など、理解啓発に努め
た。

学校教育指導向上推進事業

教育部 指導室

重点プロジェクト

175,036

　府中版コミュニティスク
ールを推進する。　　　
　研究協力校や府中市立小
中学校教育研究会へ支援す
る。　　　　　　　　
　都や国の研究事業を受託
し、教育課題への取組を進
める。

　府中版コミュニティスク
ールを推進する。　  　
　小・中一貫教育を推進す
る。　　　
　研究協力校や府中市立小
中学校教育研究会への支援
を継続する。　　　　　　
　都や国の研究事業を受託
し、教育課題への取組を継
続して進める。　　　　　
　　　　　　　

　府中版コミュニティスク
ールを推進する。　　　
　小・中一貫教育を継続し
て推進する。　　　　　　
　研究協力校や府中市立小
中学校教育研究会への支援
を継続する。　　　　　　
　都や国の研究事業を受託
し、教育課題への取組を継
続して進める。　　　　　
　　　　　　　

　府中版コミュニティスク
ールを推進する。　　　
　小・中一貫教育を継続し
て推進する。　　　　　　
　研究協力校や府中市立小
中学校教育研究会への支援
を継続する。　　　　　　
　都や国の研究事業を受託
し、教育課題への取組を継
続して進める。　　　　　
　　　　　　

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

　平成26年度から市立小中
学校全33校において、コミ
ュニティスクール事業を開
始した。
　市独自の教育研究や東京
都の受託研究について取組
を行った。

　コミュニティ・スクール
として各学校での地域住民
等と連携した取組が充実し
た。
　年3回の小中連携の日を
中心に小・中学校の教員の
交流・連携が深まった。
　市独自の教育研究や東京
都の受託研究について取組
を行った。

　コミュニティ・スクール
として各学校で多様な取組
が実践されるようになった
。年３回の小中連携の日を
中心に市全体で共通して実
践的な指導連携について、
理解を深めることができた
。市独自の教育研究や東京
都の受託研究について取組
を行った。

コミュニティ・スクールと
して各学校で多様な取組が
実践され、年３回の小中連
携の日を中心に各中学校区
で主体的に連携を図ること
で指導連携を深めることが
できた。市の教育研究や東
京都の受託研究を行った。
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先
度当初予算額 決算額
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事務事業の概要

事務事業
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別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 学校教育指導向上推進事業 20 89,425,000 71,247,147 101,943,000
児童・生徒の学力の定着・向上及
び心豊かでたくましい子どもの育
成を図るため、教職員の資質・能

A A A

2 学校経営支援事業 30 128,134,000 126,434,655 140,890,000
児童・生徒の学力の定着・向上及
び心豊かでたくましい子どもの育
成を図るため、教職員の資質・能

B 1 A A

3 環境教育推進事業 30 850,000 850,000 850,000 小・中学校における環境教育の推
進

B 1 B C

4 特別支援教育事業 30 105,325,000 91,912,744 105,609,000
障害のある児童・生徒の可能性を
最大限に伸長する教育のため特別
支援学級を運営する。

A A B

5 特別活動振興事業 30 12,878,000 12,791,986 12,524,000 委員会活動やクラブ活動に係る経
費の補助

B 1 B C

6 特色ある学校づくり推進事業 30 31,917,000 29,172,799 32,570,000
第三者による学校評価、中学校の
部活動指導、小・中学校の総合多
岐な学習振興の実施

B 1 B B

7 学校適応性向上支援事業 30 11,040,000 6,946,789 10,174,000
対象児童・生徒の日本語能力の向
上及び不登校問題の解決を図り、
学校及び社会生活へ速やかに適応

A B B

8 国際理解教育推進事業 30 42,096,000 40,978,548 71,895,000 国際理解教育の推進 B 1 B B

9 校外学習等運営事業 30 123,300,000 113,669,584 126,039,000
奥日光周辺での２泊３日（日光林
間学校）、並びに八ヶ岳周辺での
４泊５日（セカンドスクール）の

B 1 B B

10 進路指導事業 20 753,000 665,245 1,127,000 進路指導における成績一覧表調査
委員会の運営

B 4 B B

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 545,718,000 494,669,497 603,621,000



基本目標

基本施策

達成率

指標の分析

実　績

決 算 額

予 算 現 額

当 初 予 算 額

都 支 出 金

国 庫 支 出 金

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

執 行 率

間 接 経 費

職 員 人 件 費

（間接経費）

実　績

達成率

実　績

実　績

達成率

実　績

達成率

指標名
基準値

（単位）

実績の推移

目標値

（単位：円、人）２　事業費・人件費等の推移

嘱 託 員 数

実　績

嘱 託 員 人 件 費

市 債

（事業費）

（人件費）

職 員 数

１　施策の名称・めざす姿

施 策 評 価 シ ー ト

３　指標実績の推移等

達成率

達成率

総 コ ス ト
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対 象 年 度

め ざ す 姿
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都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源
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054 学校給食の充実

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

07 学校教育の充実
教育部 学務保健課

学校給食衛生管理基準及び大量調理施設衛生管理マニュアルに適合した高い衛生管理を備えた施設整備が求められている。さらに
、耐震性や安全性を備えた給食センター施設・整備をめざします。安全でおいしい給食の提供の継続と合わせ、学校との更なる連
携を進め、学年に応じた食育に取り組むとともに、地場産農産物の使用割合の増加に努め、食物アレルギーに対応した給食の充実
を図ります。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

府中産農産物の使用割合が減少しているため、増加を目指します。また給食を食べ残した児童・生徒の割合については、目標値は達成していますが
、更なる減少を目指します。
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府中産農産物の使用割合が減少しているため、増加を目指します。また給食を食べ残した児童・生徒の割合については、目標値は達成していますが
、更なる減少を目指します。

安全でおいしいバランスの取れた給食を目指し、成長期の児童・生徒の健康推進と体力の向上が図れるように給食を提供した。また、新たに食物ア
レルギー対応方針を策定し、アレルギー除去食（卵・ナッツ類、果物）の対象児童・生徒への対応を行った。児童・生徒が生涯にわたって健康で充
実した生活が送れるように基本的生活習慣の形成に努めた。
施設整備については、平成２４年度に学校給食センター基本構想、平成２５年度に学校給食センター基本計画、平成２６〜２７年度に基本・実施設
計を策定し、平成２８年４月に建設工事に着手し、平成２９年６月竣工、平成２９年度２学期からの供用を開始した。

給食センターについては、学校給食衛生管理基準や大量調理施設衛生管理マニュアルに適合した施設運営を進めていく。今後も、安全でおいしい給
食の提供の継続と合わせて、学校との更なる連携を進め、学年に応じた食育に取り組むことや、地場産農産物の使用割合の増加に努め、食物アレル
ギーに対応した給食の充実を図ることが求められている。

施設整備について、平成２９年度２学期から新センターでの給食供用を開始した。児童・生徒の心身の健全な発育のため、安全でおいしい学校給食
の提供を進めていく。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

やや遅れているが、概ね順
調

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

給食を食べ残した割合は、
小学校において目標値を達
成できている。引き続き減
少を目指す。

給食を食べ残した割合は、
目標値へ向けて順調に減っ
てきている。引き続き、減
少を目指していく。

給食を食べ残した割合は、
引き続き低い水準を維持し
ている。更なる減少を目指
していく。

給食を食べ残した割合は、
引き続き低い水準を維持し
ている。更なる減少を目指
していく。

地場産農産物の使用品目は
、もう一歩の所で停滞して
いる。使用割合においても
、天候による農作物の収穫
状況が影響し、思うように
は伸びていない。更なる増
加を目指す。給食を食べ残
した生徒の割合（中学校）
は減少しているが、目標値
に達成していない。引き続
き減少を目指す。

地場産農産物の使用につい
ては、収穫時期の天候の影
響により必要量を確保する
ことが困難であることなど
、使用率が伸び悩んでいる
。

地場産農産物の使用割合が
減少しているので、平成2
9年度には増やせるように
対応を考えていきたい。

地場産農産物の使用割合は
やや増加したが、収穫時期
の天候の影響により必要量
を確保することが困難であ
ることなど、使用率が伸び
悩んでいる。更なる増加を
目指していく。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)
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６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

食育推進事業

教育部 学務保健課

主要な事務事業

3,750

さまざま体験を通じて「食
」に関する知識と「食」を
選択する力を習得し、健全
な食生活を実践することが
できるよう食育を推進する
。また、３年ぶりに給食展
・大試食会を実施し、学校
給食の理解に努める。

さまざま体験を通じて「食
」に関する知識と「食」を
選択する力を習得し、健全
な食生活を実践することが
できるよう食育を推進する
。

さまざま体験を通じて「食
」に関する知識と「食」を
選択する力を習得し、健全
な食生活を実践することが
できるよう食育を推進する
。また、給食展・大試食会
を実施し、学校給食の理解
に努める。

さまざま体験を通じて「食
」に関する知識と「食」を
選択する力を習得し、健全
な食生活を実践することが
できるよう食育を推進する
。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

○栄養教諭や栄養士、調理
員による学校の授業への参
画や学校訪問などを通して
「食」への関心を高めた。
○給食展・大試食会につい
ては、多くの市民に喜んで
いただき、学校給食の理解
を深めることができた。

○栄養教諭を始め、栄養士
や調理員による学校の授業
への参画やＰＴＡ主催の試
食会への派遣、学校訪問な
どを通して「食」への関心
を高めるとともに、理解を
深めることができた。

○栄養教諭や栄養士、調理
員による学校の授業への参
画や学校訪問などを通して
「食」への関心を高めた。
○給食展・大試食会を開催
し、学校給食の理解を深め
ることができた。

○栄養教諭や栄養士、調理
員による学校の授業への参
画や学校訪問などを通して
「食」への関心を高めた。
○新給食センターで新たに
整備した見学通路を活用す
るなど、学校給食への理解
を深めることができた。

給食施設管理運営事業

教育部 学務保健課

重点プロジェクト

2,346,488

老朽化する施設の適切な対
応と経費削減など効果的な
運用を継続する。新施設に
ついては、基本計画の策定
後、基本設計及び実施設計
を計画に沿って実施するよ
う取り組む。

老朽化する施設の適切な対
応と経費削減など効果的な
運用を継続する。新施設に
ついては、実施設計を実施
するとともに、平成２８年
度からの建築工事が開始で
きるよう取り組む。

老朽化する施設の適切な対
応と経費削減など効果的な
運用を継続する。新施設に
ついては、建設工事の進捗
状況を確認するとともに、
運用面について保護者等へ
周知を図る。

老朽化する施設の適切な対
応と経費削減など効果的な
運用を継続する。平成２９
年度２学期からの新施設で
の給食供用開始を円滑に進
める。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

〇新給食センターについて
は用地を取得し、基本構想
等に基づき基本設計を行っ
た。
〇単独校及び給食センター
については、施設を適正に
維持管理し、安全・安心な
学校給食を提供することが
できた。

〇新給食センターについて
は、基本構想等に基づき基
本設計・実施設計を行うと
ともに、土地の地盤造成工
事を実施した。
〇単独校及び給食センター
については、施設を適正に
維持管理し、安全・安心な
学校給食を提供することが
できた。

〇新給食センターについて
は、新築工事に着手し、順
調に進めることができた。
〇単独校及び給食センター
については、施設を適正に
維持管理し、安全・安心な
学校給食を提供することが
できた。

〇新給食センターについて
は、２学期から施設の供用
を開始することができた。
〇単独校及び給食センター
については、施設を適正に
維持管理し、安全・安心な
学校給食を提供することが
できた。
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 食育推進事業 10 312,000 279,378 1,047,000 食教育の展開 B 1 B B

2 給食用物品購入事業 20 33,634,000 29,815,756 49,821,000
単独校調理場及び給食センター調
理室で使用する消耗品等の購入及
び備品の整備

B 1 B B

3 学校給食用牛乳・調味料補助事業 30 51,718,000 49,105,022 0
保護者負担の軽減を図るため、牛
乳代、調味料補助として補助金を
交付する。

D 2 B C

4 給食施設管理運営事業 30 5,533,475,000 5,445,903,464 537,612,000 学校給食センター等の運営・維持
管理、施設整備等

B 1 A A

5 給食配膳事業 30 117,288,000 117,288,000 0
給食センターから届いた食器、調
理された給食を各クラスごとに配
膳する業務の委託

B 1 B B

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 5,736,427,000 5,642,391,620 588,480,000
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055 児童生徒の健康づくりの推進

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

07 学校教育の充実
教育部 学務保健課

児童・生徒の健康管理に努めるとともに、健康や安全に対する教育を充実して、適切な生活習慣をはぐくむことにより、児童・生
徒が自ら進んで健康の保持増進と体力の向上を図ることができるようにします。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

健康診断受診率は、ほとんどの児童・生徒が受診しており高い受診率となっているが、今後も１００％の受診率を目指す。

168,410,000 168,837,000 166,808,000 166,248,000 166,780,000 168,114,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

168,410,000 168,837,000 166,808,000 166,248,000 166,780,000 168,114,000
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163,737,482 163,117,621 164,091,296 163,449,527 163,201,162 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

163,737,482 163,117,621 164,091,296 163,449,527 163,201,162 0

97.2 96.8 98.6 98.3 97.9 0.0

1.49 1.85 2.11 2.11 2.09 0.00

11,868,666 14,087,450 16,402,617 16,438,979 16,031,215 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0 0 0

739,908 952,875 1,050,265 1,632,991 1,354,046 0

176,346,056 178,157,946 181,544,178 181,521,497 180,586,423 0

①健康診断の受診率

99.1

％

99.3 99.1 99.2 99.1

99.3 99.1 99.2 99.1

100
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健康診断受診率は、ほとんどの児童・生徒が受診しており高い受診率となっているが、今後も１００％の受診率を目指す。

４月から６月にかけて、各学校において学校医による定期健康診断を実施し、疾病異常の早期発見に努め、治療を勧めている。また、検査機関に委
託し、結核健診・心臓病検診・腎臓糖尿病検査・貧血検査などを行い、疾病異常の把握に努めている。臨時の健康診断として、セカンドスクール、
林間学校等の宿泊を伴う体験学習、プール指導等の学校行事に際し、安全かつ健康に取り組めるようにしている。秋には希望の学校で歯科検診を実
施している。
来年度に入学する児童に対しては、１０月及び１１月に就学時健診を実施し、入学前に疾病異常の把握に努め、治療を勧めている。
また、学校環境衛生について、学校環境検査を学校薬剤師や教諭により、学校環境衛生の基準に基づき実施している。

健康診断や相談を通じて児童・生徒の健康づくりに努めているが、生活習慣の多様化に伴い、児童・生徒の健康管理に対するきめ細やかな対応が求
められている。
児童・生徒数も増加しており、保健室などのスペースの確保や検診項目の見直しも必要である。また、食生活の変化に対応した広範囲な健診・検査
も必要である。
近年はインターネットの普及や生活様式の多様化など社会環境だけでなく、温暖化など自然環境までも地球規模で変化している。その中で、子供た
ちの健康課題も多岐にわたり、生活習慣病やアレルギー疾患の増加など学校での健康管理の重要性はますます高くなっている。

児童・生徒数の増加や多様化する生活環境に対応するため、保健室の整備を進める。また、児童・生徒の更なる健康増進を図るため、食生活の変化
に対応した広範囲な健診・検査を実施する。
各小中学校の学校保健委員会や学校保健会を通じて、学校保健の諸問題の解決を図っていく。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

・学校医による定期健康診
断により疾病異常の早期発
見に努め、治療を勧めてい
る。
・検査機関による検診、健
診により疾病異常の把握に
努めている。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施している
。

・学校医による定期健康診
断により疾病異常の早期発
見に努め、治療を勧めてい
る。
・検査機関による検診、健
診により疾病異常の把握に
努めている。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施している
。

・学校医による定期健康診
断により疾病異常の早期発
見に努め、治療を勧めてい
る。
・検査機関による検診、健
診により疾病異常の把握に
努めている。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施している
。

・学校医による定期健康診
断により疾病異常の早期発
見に努め、治療を勧めてい
る。
・検査機関による検診、健
診により疾病異常の把握に
努めている。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施している
。

・保健室の改修は、年次計
画により実施しているが、
建物自体の安全性を向上さ
せるため耐震化工事を優先
的に実施してきた。そのた
め、予定どおりに改修が行
われていない状況にあり、
目標値を達成することがで
きなかった。

・健康診断の受診率につい
ては、欠席した児童・生徒
の保護者へ予備日での受診
を勧めているが、全員が受
診していない状況にあり、
目標値を達成することがで
きなかった。

・健康診断の受診率につい
ては、欠席した児童・生徒
の保護者へ予備日での受診
を勧めているが、全員が受
診していない状況にあり、
目標値を達成することがで
きなかった。

・健康診断の受診率につい
ては、欠席した児童・生徒
の保護者へ予備日での受診
を勧めているが、全員が受
診していない状況にあり、
目標値を達成することがで
きなかった。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理

055　児童生徒の健康づくりの推進

- 3 -

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

小・中学校健康診断関連事業

教育部 学務保健課

主要な事務事業

166,408

健康診断や相談等を通して
児童・生徒の健康づくり、
健康管理を進めていく。

健康診断や相談等を通して
児童・生徒の健康づくり、
健康管理を進めていく。

健康診断や相談等を通して
児童・生徒の健康づくり、
健康管理を進めていく。

健康診断や相談等を通して
児童・生徒の健康づくり、
健康管理を進めていく。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

・学校医による定期健康診
断により、疾病異常の早期
発見に努め、治療を勧めた
。
・検査機関の検診、健診に
より疾病異常の把握に努め
た。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施した。

・学校医による定期健康診
断により、疾病異常の早期
発見に努め、治療を勧めた
。
・検査機関の検診、健診に
より疾病異常の把握に努め
た。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施した。

・学校医による定期健康診
断により、疾病異常の早期
発見に努め、治療を勧めた
。
・検査機関の検診、健診に
より疾病異常の把握に努め
た。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施した。

・学校医による定期健康診
断により、疾病異常の早期
発見に努め、治療を勧めた
。
・検査機関の検診、健診に
より疾病異常の把握に努め
た。
・学校環境衛生について、
基準に基づき実施した。



優
先
度当初予算額 決算額

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 小・中学校健康診断関連事業 20 37,584,000 34,915,504 38,990,000
児童・生徒の健康保持、増進のた
めに疾病の早期発見、治療を促す
など健康診断の充実と、学校歯科

B 1 A A

2 学校医等設置事業 10 96,444,000 96,442,680 96,444,000
児童・生徒の健康に資するため、
各小中学校に学校医等の非常勤職
員を学校保健安全法に基づき配置

B 1 A A

3 結核対策委員会運営事業 10 104,000 52,000 104,000 専門家による結核対策委員会にて
、精密検査が必要なものの選択

B 1 A B

4 学校保健会運営事業 30 480,000 391,318 490,000
児童・生徒等の健康づくりの推進
、保健衛生、環境衛生の充実発展
を図るために設置

B 1 B C

5 学校環境衛生事業 10 1,441,000 1,408,644 1,419,000 学校環境衛生基準に基づき検査等
を行う。

B 1 A B

6 学校保健室運営事業 30 12,936,000 12,192,296 12,718,000 児童・生徒の健康増進と保健衛生
向上を期す。

B 1 A B

7 災害共済給付制度事業 30 17,791,000 17,798,720 17,949,000 学校管理下における児童・生徒の
災害に対して給付を行う。

B 1 A B

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 166,780,000 163,201,162 168,114,000
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056 学校施設の保全

Ⅲ 人とコミュニティをはぐくむ文化のまち（文化・学習）

07 学校教育の充実
教育部 学校施設課

校舎などの外壁や天井に耐震対策を施し、学校施設の設備等の適切な維持管理を行うことで、児童・生徒が安全に安心して快適に
学ぶことのできる施設環境づくりを目指します。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

　学校施設の体育館・武道場の非構造部材の耐震化については、平成２７年度に全て完了した。
　校舎の非構造部材の耐震化として、平成２８年度から窓ガラスの飛散防止フィルム、ビート修繕について実施している。
　平成２８年度実施　小学校６校・中学校３校
　平成２９年度実施　小学校９校・中学校１校

311,031,000 401,316,000 2,102,674,000 2,252,090,000 1,084,501,000 670,515,000

0 0 421,300,000 75,697,000 11,104,000 0

6,055,000 4,017,000 340,307,000 435,591,000 93,603,000 59,924,000

0 0 473,000,000 579,000,000 106,500,000 0

53,319,000 61,063,000 72,341,000 157,919,000 45,214,000 144,208,000

251,657,000 336,236,000 795,726,000 1,003,883,000 828,080,000 466,383,000

323,183,000 650,316,000 2,066,086,000 2,350,898,000 1,228,933,000 0

315,571,291 604,919,054 2,063,678,428 2,307,502,575 1,195,987,338 0

0 0 310,949,000 30,848,447 10,651,000 0

3,860,000 75,544,000 266,965,000 332,190,000 84,732,000 0

0 0 635,000,000 615,000,000 105,400,000 0

30,133,000 41,641,081 24,157,080 196,831,377 45,213,000 0

281,578,291 487,733,973 826,607,348 1,132,632,751 949,991,338 0

97.6 93.0 99.9 98.2 97.3 0.0

4.66 1.86 2.32 2.33 5.63 0.00

37,250,144 14,177,337 18,092,998 18,151,948 43,209,135 0

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0 0 0 0 0 0

4,406,433 1,882,501 2,296,448 2,059,091 0 0

357,227,868 620,978,892 2,084,067,874 2,327,713,614 1,239,196,473 0

①学校施設の非構造部材の耐震化
率

0

％

0 100 100 100

0.0 133.3 133.3 133.3

75

②学校水道（水飲栓）の直結給水
化率

12.1

％

27.3 33.3 36.3 36.3

45.5 55.5 60.5 60.5

60



達成できている点

達成できていない点

進ちょく状況

今後の課題、状況や市民ニーズの変化

これまでの主な取組と成果

５　施策の評価

今後の展開

４　施策の進ちょく状況
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　学校施設の体育館・武道場の非構造部材の耐震化については、平成２７年度に全て完了した。
　校舎の非構造部材の耐震化として、平成２８年度から窓ガラスの飛散防止フィルム、ビート修繕について実施している。
　平成２８年度実施　小学校６校・中学校３校
　平成２９年度実施　小学校９校・中学校１校

学校施設の改修等を行い、児童・生徒が安心して学校生活を送れるよう施設の整備をしてきた。
また、平成２５年度をもって全ての小中学校の耐震化を完了し、平成２７年度には全ての小中学校の体育館・武道場における非構造部材の耐震化を
図り、学校施設の安全性を高めた。
校舎における非構造部材の耐震化として、窓ガラスの飛散防止フィルム、ビート修繕について、平成２９年度までに小学校１５校、中学校４校で実
施した。
平成２６年度から２８年度にかけて小学校２１校、中学校１１校の老朽化対策調査を行った。

老朽化対策調査が進む学校施設について、改築・長寿命化計画を進める必要がある。

平成３１年度までに学校施設改築・長寿命化改修計画の策定を行うとともに、各学校の改築・改修時期に合わせ、効率的かつ効果的な修繕が実施で
きるよう努めていく。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

遅れが生じている。このま
までは目標達成が難しい

遅れが生じている。このま
までは目標達成が難しい

直結給水化工事については
、小学校、中学校の１校ず
つ行うことができ、着実に
進めている。

直結給水化工事については
、小学校、中学校の１校ず
つ行うことができた。
小中学校の体育館・武道場
における非構造部材の耐震
化について、３３校全ての
小中学校において完了した
。

非構造部材の耐震化の一環
として校舎窓ガラスサッシ
の飛散防止フィルム、ビー
ド修繕について、小学校６
校、中学校３校で実施した
。

非構造部材の耐震化の一環
として校舎窓ガラスの飛散
防止フィルム、ビート修繕
について、小学校９校、中
学校１校で実施した。

非構造部材の耐震化につい
ては、平成２７年度に全て
の学校で工事を行う。

直結給水化の進行が計画よ
り遅れており、平成２７年
度においては、３校の目標
のところ２校の達成となっ
た。平成２８年度は１校を
直結給水化する予定である
。

直結給水化の整備を小学校
１校で実施したものの、達
成状況は約３６％と遅れが
生じている。平成２９年度
は東京都の補助金が整備率
の低い市に優先されること
となり、都の補助金を活用
した事業実施が困難なため
、実施を見送る予定である
。

平成２９年度は東京都の補
助金が整備率の低い市に優
先されることとなり、都の
補助金を活用した事業実施
が困難なため、実施を見送
った。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

小・中学校校舎等整備事業

教育部 学校施設課

主要な事務事業

960,016

①学校水道（水飲栓）の直
結化　２校

②外壁塗装・屋上防水

③小学校の校庭芝生化

①学校水道（水飲栓）の直
結化　３校

②外壁塗装・屋上防水

③小学校の校庭芝生化

①学校水道（水飲栓）の直
結化　４校

②外壁塗装・屋上防水

③小学校の校庭芝生化

①学校水道（水飲栓）の直
結化　４校

②外壁塗装・屋上防水

③小学校の校庭芝生化

遅れが生じている。このま
までは目標達成が難しい

遅れが生じている。このま
までは目標達成が難しい

遅れが生じている。このま
までは目標達成が難しい

遅れが生じている。このま
までは目標達成が難しい

学校水道の直結給水化につ
いては、計画通り行うこと
ができたが、外壁塗装・屋
上防水は未達成。
校庭芝生化については、既
設校の維持のみ行った。

学校水道の直結給水化は、
小学校1校、中学校1校の計
2校、実施した。外壁塗装
は、小学校1校、中学校1校
の計2校、実施した。屋上
防水は、補正予算にて中学
校の1校、実施した。小学
校の校庭芝生化は、アンケ
ート調査などにより維持管
理方法の検討を行った。

学校水道の直結給水化は、
小学校1校で実施した。
外壁塗装・屋上防水は未実
施となった。校庭芝生化に
ついては、既存校の維持と
なったが、専門家による維
持管理を実施するとともに
、教員・児童・ボランティ
ア組織と連携し、芝生の良
好な状態の維持に努めた。

学校水道の直結給水化は、
未実施となった。
外壁塗装・屋上防水は1校
で実施した。校庭芝生化に
ついては、既存校の維持と
なったが、専門家による維
持管理を実施するとともに
、教員・児童・ボランティ
ア組織と連携し、芝生の良
好な状態の維持に努めた。
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 小・中学校校舎等老朽化対策事業 30 31,156,000 35,696,122 542,000 学校施設の老朽化対策事業 A A A

2 小・中学校校舎等整備事業 30 1,053,345,000 1,160,291,216 669,973,000 小・中学校の校舎等施設の整備 B 1 B B

3 学校施設非構造部材耐震化事業 30 0 0 0 小・中学校の体育館等の非構造部
材の耐震化

B 1 C B

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 1,084,501,000 1,195,987,338 670,515,000


